
三重県予防のための子どもの死亡検証（CDR）
体制整備モデル事業について

【資料３】

三重県子ども・福祉部
子どもの育ち支援課
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「予防のための子どもの死亡検証体制整備モデル事業」
実施までの経緯

乳児死亡率（出生千対）

全国
２位

全国
４位

幼児死亡率（出生10万対）

H27年度乳幼児の事故予防推進事業

・関係機関担当者（小児科医、
消防関係、保育士、市町保
健師、県保健師など）での
乳幼児死亡の状況の共有・
分析、事故予防策の検討

・子育て支援に関わる者への
研修

・月齢に応じたチラシ等で
事故予防の啓発 等

小児死亡や死亡検証の

関心が高まり、県内小

児科医の方々が中心と

なった有志のCDRの勉強

会がH27年から開催

※H30年度まで県は不参
加

・

健やか親子支援事業／
出産・育児まるっと
サポートみえ推進事業

・各市町での事故予防
の取組状況の把握

・事故予防や母子保健
に携わる市町保健師、
助産師、保育士など
を対象とした研修
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令和２年度～厚生労働省の都道府県ＣＤＲ
体制整備モデル事業を実施



【情報収集】
内 容：令和４年4月～令和５年３月までの死亡事例

（18歳未満）

収集先：県内の小児救急取り扱い医療機関や法医解剖医

療機関など、計16か所

【スクリーニング】

情報から予防の可能

性があった死亡事例

を個別検証するため、

スクリーニングを実施

【検証】

死因や、それに関係す

る背景等について、多

機関が連携して、多角

的な個別検証を実施。

検証・提言まで
【提言】

検証から導き出

した有効な予防

策や意見等につ

いて、提言。

R4提言内容

１ 医療的ケア児の教育に係る支援

・スクールバス利用時のガイドライン策定

・医療的ケア児本人の意思の尊重、家庭の支援

・医療的ケア児の受入先拡充・家庭学習支援

【背景】
医療的ケア児がケアを受けられる場所が限られており、発作など体
調急変時に適切な処置が受けられない場合がある。

２ 子どもの登下校時の交通事故防止

・効果的な交通安全教育

・交通事故マップの作成等による子どもへの周知啓発

・道路交通環境の整備
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令和４年度三重県ＣＤＲ体制整備モデル事業 県への提言

【背景】
交通事故による子どもの死傷が毎年多く発生しているが、抜本的
な解決策がないのが現状である。

３ 性感染症の予防

・ 梅毒による母子感染予防の推進

・ 妊婦健診未受診を防止するための体制整備

・ 包括的性教育の推進

【背景】
妊娠しているにもかかわらず適切に医療・保健につながることがで
きず、性感染症の発覚が遅れた場合、胎児への垂直感染により死産
や新生児死亡につながるおそれがある。

４ 子どもが生きづらさを抱え込まず生活するための支援

・ 胎児期・乳幼児期から思春期の支援体制充実

・ 悩みを抱えた子どもの相談支援窓口の整備

・ 子どもへの指導に係る留意点の整理・周知啓発

・ 相談支援に係る留意点の整理・周知啓発

【背景】
思春期の自殺の多くは多様かつ複合的な背景を有し、成育歴など
から高リスクの事例だけでなく、順調に見えても悩みを抱えている
事例もあり、どの人にも潜在的な自死のリスクがある。
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令和４年度提言に対する令和５年度の取組計画について

提 言 令和５年度県関係部局の取組計画 担当部局

提言１

医療的ケア児

の教育に係る

支援

・特別支援学校において、学校に毎日通学することが

困難な児童生徒に対して訪問教育を実施。学校には

看護師を配置し、教員と連携・協力して医療的ケアを

実施。ケア児が安全に安心して学校生活を送ることが

できるよう環境の整備を進める。

・登校時に看護師が福祉車両等に同乗し、痰吸引等の

医療的ケアを行う取組を試行的に実施。

教育委員会

事務局

特別支援教育課
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提 言 令和５年度県関係部局の取組計画 担当部局

提言２
子どもの登下
校時の交通事
故防止

・各市町が策定する「通学路交通安全プログラム」に
基づく通学路安全点検の結果について市町から報告を
求め、県庁各部局と共有し通学路の安全対策が円滑に
進められるよう取り組む。

・県内公立学校の交通安全教育及び防犯教育担当教員を
対象とした校種別の講習会を実施。

・登下校時の見守り等を担う学校安全ボランティアを
養成するため、スクールガード対象の講習会を実施。

・学校安全アドバイザーを委嘱し、県立高校１校を拠点
校に通学路の安全点検や安全マップの作成を通じ地域
の小中学校と連携した安全教育や安全対策を推進。
またその結果を県内に普及。

教育委員会
事務局
生徒指導課

令和４年度提言に対する令和５年度の取組計画について
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提 言 令和５年度県関係部局の取組計画 担当部局

提言２
子どもの登下
校時の交通事
故防止

・三重県交通安全研修センターにおいて、参加・体験・
実践型の交通安全指導を実施。

・教員を対象に児童、生徒に対する交通安全指導を行う
指導者講習を実施。

・こどもと保護者等の身近な人と交通安全運動に関する
メッセージを交換し、交通安全意識の高揚を図る。

・県警、交通安全協会等と連携し、通学路、住宅街等に
おける街頭指導を実施。

・子どもの交通事故防止を運動の重点に位置づけ、四季
の交通安全運動等を通じて啓発物品を活用した広報啓
発を実施し、こどもの交通事故防止に取り組む。

環境生活部
くらし・交通
安全課

・各市町が策定する「通学路交通安全プログラム」に
基づく通学路安全点検の結果を踏まえ、通学児童など
歩行者等の安全確保を図るため、すぐできる対策等も
講じながら、関係者とスピード感を持って交通安全
対策を実施。

県土整備部
道路企画課

令和４年度提言に対する令和５年度の取組計画について
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提 言 令和５年度県関係部局の取組計画 担当部局

提言３
性感染症の
予防

・養護教諭など性教育に携わる支援者の資質向上のため、
その時の社会問題等をふまえた研修会を実施。

・望まない妊娠等で不安を抱える妊婦を支援するため、
電話やSNSによる相談支援(妊娠レスキューダイヤル)
を実施。

・未受診妊婦に対し、妊婦健診受診にあたっての初診
費用を助成。

子ども・福祉部
子どもの育ち
支援課

・学校における性に関する指導について、学習指導要領
に基づき行われるよう周知。

・県立学校において産婦人科医等の専門家による講演会
を実施。

教育委員会
事務局
保健体育課

令和４年度提言に対する令和５年度の取組計画について



提 言 令和５年度県関係部局の取組計画 担当部局

提言４
子どもが生き
づらさを抱え
込まず生活す
るための支援

・第４次三重県自殺対策行動計画における、子ども・若者
の自殺対策の取組に関する指標の進捗管理。

・新型コロナウイルス感染症に関するこころのケア相談や
拡充した自殺予防電話相談を実施。

・子ども・若者が悩みを抱えたときに気軽に相談できる
よう、身近なツールであるSNSを活用した相談対応を実施。

・中高生を対象とした、メンタル不調についての知識、SOS
の出し方などに関する出前教育を実施。

・保護者や教員を対象とした自殺予防に関する研修会を
開催。

医療保健部
健康推進課

・スクールカウンセラーとスクールソーシャルワーカーの
配置時間拡充。教育相談員を中学校と高校に配置。

・潜在的に支援が必要な児童生徒を早期に把握するスク
リーニングの取組を２中学校区で実施。生徒指導担当者
への研修を行って普及に取り組む。

・子どもの回復する力（レジリエンス）を育む取組を小中
学校で実践。

・不登校支援アドバイザーの助言・援助のもと、教育支援
センターの指導員や臨床心理士、精神保健福祉士等の
専門家による訪問型支援を実施するなど、アウトリーチ
型支援を推進。

教育委員会
生徒指導課
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令和４年度提言に対する令和５年度の取組計画について



令和５年度三重県予防のための子どもの死亡検証体制整備モデル事業

予防のための子どもの死亡検証（Child Death Review（CDR））は、子どもが死亡
した時に、子どもの既往歴や家族背景、死に至る直接の経緯等の情報を関係機関か
ら収集し、複数の機関により検証を行うことによって、効果的な予防策を導き出し
予防可能な子どもの死亡を減らすことを目的とするもの。
本事業では、試行的にCDRを行い、子どもの死亡の効果的な予防策を導き出すと

ともに、 CDRの全国的な実施に向けた課題を抽出するために実施する。
関連法律：成育基本法、死因究明等推進法

要旨

委託（三重大学）①推進会議
・CDR事業について周知し、また結果報告等を行う

②情報の収集・整理等
・医学的死因等情報と
人口動態情報を収集

・その他必要な情報が
あれば、調査

③多機関検証WG
・２か月に１回程度
・死因や関係する
背景等、予防策を
多角的に検証

④政策提言委員会
・多機関検証委員会
での検証結果等を
踏まえ、県への
提言について検討

情
報
を
匿
名
化

連携・協力

事業内容

連携・協力 連携・協力
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令和５年度三重県ＣＤＲ体制整備モデル事業 フロー図
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死
亡
事
例
の
把
握
・
登
録

追
加
情
報
提
供
依
頼

検
証
事
例
の
選
定

小児救急医・
法医・警察に
死亡情報提供
依頼（県） 多

機
関
検
証
Ｗ
Ｇ

照
合

追
加
情
報
受
理

保健所に死
亡小票提供
依頼
（県）

政
策
提
言
委
員
会

推
進
会
議

政策提言キックオフ 死亡情報の収集 個別・概観検証

事業周知・
情報提供等
協力依頼

県への
政策提言

事務局で実施

スクリー
ニング

提言書
作成

※ 対象事例
（情報収集）令和５年４月～令和６年３月に死亡した１８歳未満の方
（検 証）令和５年１月～令和５年12月に死亡した１８歳未満の方



令和５年度の不同意書などの取扱い①

①県警本部・小児救急取扱医療機関から
遺族に CDR説明文と不同意書 を配付
する。
また、CDR事務局（三重大学）が早期
に対象事例を把握できるよう、医療
機関からはがきを送付する。

②遺族は、本事業への協力（要配慮個人
情報の提供）に承諾しない場合、
１か月以内に、不同意書をCDR事務局
（三重大学）に送付する。

③不同意書の提出がない事例については、
本事業への協力を得られたことと判断
し、CDR事務局から県警本部・医療機
関あてに追加調査を行う。
なお、CDR説明文などが配付されて
いない事例は、県警本部・医療機関
への追加調査は実施しない。
ただし、医療機関への基本調査は、
家族歴を除いたかたちで行う。

・
・
・

小児救急取扱医療機関のうち民間
医療機関→CDR事務局へ送付

はがき（表）

※個人情報保護シールを貼付けのうえ、
CDR事務局へはがきを送付していただく

はがき（裏）
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令和５年度の不同意書などの取扱い②

CDR説明文 不同意書

県警察本部、小児救急取扱医療機関
→遺族へ配付

※返信用封筒も
同封している

封筒

【CDR説明文】お願いしたいことは・・・
お子さまの同居家族の要配慮個人情報の提供にご承諾いただけない場合は、
別紙に必要事項を記入していただき、１か月以内にCDRモデル事業事務局
（三重大学医学部小児科）までご返送くださいますようお願いいたします。



令和５年度 会議等開催スケジュール

人口動態データは毎月収集

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

推進
会議

5/18

情報
収集
・
管理

多機
関検
証WG

6/7 8/31 10/26 12/21 2/8

政策
提言
委員
会

3/14

スク
リー
ニン
グ

4/19 7/19 9/20 11/29 1/17

医学的死因等情報と人口動態情報、追加情報を随時収集
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